






















































設市場は 1919 年 12 月に米子町に設置されて以降は（10）、その必要性が訴えられたにもかかわら
ず（11）、大正年間にはついに設置されなかった。経済保護事業の中で増加傾向を見せたのは職業
紹介所であったが、鳥取県では大阪地方職業紹介事務局の催促によって（12）、1928 年 12 月に米
子町に、鳥取市に至っては 1930 年 6 月にようやく設置された（13）。また社会事業を所掌する社











































































































































第 1回協議会が開かれる直前の 10 月 15 日、県は各郡市から推薦された者に共済委員を委嘱
した。その数は、わずか 16 名であった。当初、目標とされた委員数は定かでないが、それから
45 名に下方修正しても選任は滞り、ようやく確保できたのが 16 名であったのである（41）。その
後委員数は 15 名に減り、これでは「手が届き兼ぬる憾がある」として、再び 45 名を目指しそ
の実現が図られたのは 1926 年 7 月のことである（42）。さらに委員制度を「縣下全町村ニ及ボス」
と知事が言明したのは救護法公布後の 1930 年 11 月であった（43）。そして 1年後に、ようやく全
市町村に配置されることになった（44）。
ここで改めて各『年史』に記された委員数について整理しておこう。『二十年史』と『四十年
史』の 40 人の根拠については不明であるが、42 人については 1928 年に刊行された『全国方面















市郡名 人口 世帯 共済委員数
鳥取市 35,120 7,523 4
岩美郡 42,205 7,668 1
八頭郡 64,323 12,323 2
気高郡 51,874 9,546 1
東伯郡 109,713 21,523 3
西伯郡 131,269 26,688 3
日野郡 37,726 7,854 2










































1 中村賀豊 僧侶 鳥取市
2 鹿田幸吉 鳥取市
3 前田小太郎 鳥取市
4 米沢安吉 市会議員 鳥取市
5 松尾謙次郎 牛肉商 西伯郡米子町
6 中島篤麿 神官 西伯郡高麗村
7 足立正 小学校長 西伯郡淀江町
8 八雲龍震 僧侶 東伯郡倉吉町
9 会坂孫一 町会議員 東伯郡倉吉町
10 竹歳元太 農業 東伯郡由良町
11 小林一俊 神官 八頭郡智頭町
12 高野須泰然 僧侶 八頭郡若桜町
13 門原元康 僧侶 日野郡福栄村
14 古川清成 僧侶 日野郡江尾村
15 田村熊蔵 小学教員 岩美郡宇倍野村

















鳥取市の取扱件数は 161 件であったが、1名であった岩美郡のそれも 142 件と両者に大きな差
はない。あるいは日野郡と気高郡では、巡回が困難な山間部と比較的平野が多い沿岸部という





は 1899 年（明治 32 年）生まれの、20 代半ばの音楽教師であったが（53）、精力的に委員活動を














鳥取市 岩美郡 八頭郡 気高郡 東伯郡 西伯郡 日野郡
1924（T13） 86 36 34 26 2 29 8
1925（T14） 75 106 36 21 4 39 13
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